
《問１》   Ａさん（45歳）は、65歳から15年間にわたって毎年600千円を受け取るために、65歳ま
での20年間、年金原資を毎年均等に積み立てることを考えている。この場合、45歳から65歳ま
での20年間の毎年の積立額はいくらになるか。下記の係数表を利用して算出した次の金額のう
ち、最も適切なものを選びなさい。なお、積立期間および取崩期間中の運用利回り（複利）は
年２％とし、積立ておよび取崩しは年１回行うものとする。また、計算結果は千円未満を切り
捨てることとし、手数料や税金等は考慮しないものとする。

1)    271千円

2)    300千円

3)    317千円

4)    323千円

《問２》   雇用保険に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

1)    60歳以後も継続して雇用されている被保険者に対して支給対象月に支払われた賃金

額が60歳到達時の賃金月額の61％相当額を下回る場合、高年齢雇用継続基本給付金の額

は、原則として、60歳到達時の賃金月額に15％を乗じて得た額となる。

2)    60歳以後に再就職し、高年齢再就職給付金を受給するためには、受給資格に係る離

職日における算定基礎期間が５年以上あり、かつ、当該受給資格に基づく基本手当の支

給を受けたこと、就職日の前日における当該基本手当の支給残日数が100日以上である

こと等の要件を満たす必要がある。

3)    介護休業期間中に事業主から休業開始時賃金日額に支給日数を乗じて得た額の67％

相当額以上の賃金が支払われた場合、当該支給単位期間について、介護休業給付金は支

給されない。

4)    育児休業給付金は、原則として、１歳に達する目前までの子を養育するための育児休

業を取得した場合に支給されるが、パパ・ママ育休プラス制度を利用する場合は、対象

となる子の年齢が１歳6カ月まで延長される。
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《問３》   労働者災害補償保険の保険給付に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

1)    業務災害によって負傷した労働者が、やむを得ず労災指定病院以外の病院等で受診し

、その療養にかかった費用を支払った場合、当該労働者は、療養の費用の請求により、

支払った療養費の全額を受け取ることができる。

2)    労働者が通勤災害による負傷の療養のために欠勤し、賃金を受けられない場合は、休

業４日目から休業給付が支給されるが、休業の初日から３日目までの期間については、

事業主が労働基準法に基づく休業補償を行わなければならない。

3)    休業補償給付の支給を受けている労働者が、療養開始後１年6カ月を経過した日にお

いて傷病が治っておらず、当該傷病による障害の程度が一定の傷病等級に該当して傷病

補償年金が支給される場合は、休業補償給付の支給が打ち切られる。

4)    遺族補償年金は、受給権者が失権した場合に次順位者が遺族補償年金の受給権者とな

ることができる転給制度により、すべての受給資格者が資格を喪失するまで支給される

。

《問４》   老齢基礎年金および老齢厚生年金の繰上げ支給と繰下げ支給に関する次の記述のうち、

最も適切なものはどれか。

1)    1963年２月5日生まれの厚生年金保険の被保険者である男性が、老齢基礎年金の受給

資格期間を満たしている場合、60歳に達した月に老齢基礎年金のみの繰上げ支給の請求

をすることができる。

2)    1962年３月10日生まれの国民年金の第１号被保険者期間のみを有する女性が、61歳

に達した月に老齢基礎年金の繰上げ支給の請求をする場合、当該年金の減額率は19.2％

である。

3)    1958年６月23日生まれの厚生年金保険の被保険者である男性が、65歳から老齢基礎

年金を受給する場合、73歳に達した月に老齢厚生年金の繰下げ支給の申出をすることが

できる。

4)    1958年１月28日生まれの遺族厚生年金を受給している女性が、65歳に達して老齢基

礎年金の受給権を取得する場合、67歳に達した月に老齢基礎年金の繰下げ支給の申出を

することができる。
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《問５》   公的年金の各種加算に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

1)    老齢厚生年金を受給している者（厚生年金保険の被保険者期間が240月以上である者

）が婚姻し、その者によって生計を維持している65歳未満の配偶者を有することとなっ

た場合は、婚姻した月の翌月からその者の老齢厚生年金に加給年金額が加算される。

2)    夫が受給している老齢厚生年金の加給年金対象者である妻が老齢基礎年金の支給を繰

り上げた場合、夫の老齢厚生年金に加算されていた加給年金額は打ち切られ、妻が受給

する繰上げ支給の老齢基礎年金に振替加算が加算される。

3)    障害厚生年金の受給権者にその権利を取得した当時、その者によって生計を維持して

いる65歳未満の配偶者がいる場合、当該受給権者の障害の程度にかかわらず、当該受給

権者の障害厚生年金に配偶者に係る加給年金額が加算される。

4)    夫が厚生年金保険の被保険者期間中に死亡し、40歳以上65歳未満の妻が遺族厚生年

金の受給権のみを取得した場合、死亡した夫の厚生年金保険の被保険者期間が20年未満

であっても、その妻に支給される遺族厚生年金に中高齢寡婦加算額が加算される。

《問６》   中小企業退職金共済制度および小規模企業共済制度に関する次の記述のうち、最も不適

切なものはどれか。

1)    中小企業退職金共済制度の加入対象となる中小企業者は、建設業、製造業等の一般業

種の場合、常用従業員数20名以下の法人もしくは個人事業主である。

2)    中小企業退職金共済制度において、中小企業者は、期間を定めて雇用される者や試用

期間中の者などを除き、すべての従業員について退職金共済契約を締結するようにしな

ければならない。

3)    小規模企業共済制度において、株式会社の場合、相談役や顧問など商業登記簿に役員

登記されていない者は加入資格がない。

4)    小規模企業共済制度において、解約手当金の額は、掛金納付月数に応じてその支給割

合が決められている。
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《問７》   確定拠出年金の老齢給付金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお
各選択肢において、いずれも個人別管理資産があるものとし、記載のない事項については考慮

しないものとする。

1)    56歳に達した日に企業型年金加入者の資格を取得し、初めて確定拠出年金の加入者

となった者（他制度からの資産の移換はない）が、62歳に達した日に当該企業型年金加

入者の資格を喪失したときは、その時点で老齢給付金の支給を請求することができる。

2)    61歳の運用指図者は、８年以上の通算加入者等期間があれば、老齢給付金の支給を

請求することができる。

3)    老齢給付金を受給している者が、不慮の事故により障害の状態となり障害給付金の支

給を請求した場合、老齢給付金の受給権は消滅する。

4)    企業型年金加入者であった者が老齢給付金の支給を請求することなく75歳に達した

ときは、資産管理機関は、その者に、企業型記録関連運営管理機関等の裁定に基づいて

、老齢給付金を支給する。

《問８》   国が日本政策金融公庫を通じて行う「教育一般貸付（国の教育ローン）」に関する次の

記述のうち、最も適切なものはどれか。

1)    資金使途は、入学金や授業料などの学校に直接支払う費用に限定されており、在学の

ための下宿費用や通学費用などに充当することはできない。

2)    融資限度額は、原則として学生・生徒１人につき350万円であるが、自宅外通学や大

学院の資金として利用する場合は450万円となる。

3)    返済期間は、原則として最長年であるが、扶養する子の人数が３人以上で世帯年収が

500万円以下である場合には最長20年となる。

4)    公益財団法人教育資金融資保証基金の保証を利用する場合、保証依頼書を提出する際

、融資額や返済期間に応じた保証料を一括して支払う必要がある。
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《問９》   保険業法に定める保険契約の申込みの撤回等（クーリング・オフ制度）に関する次の記
述のうち、最も適切なものはどれか。なお、各選択肢において、ほかに必要とされる要件等は

すべて満たしているものとする。

1)    個人が、生命保険契約の申込みの場所として自らの居宅を指定し、保険募集人の訪問

を受けて、当該居宅内において申込みをした場合、その者は、クーリング・オフ制度に

より当該生命保険契約の申込みの撤回等をすることができる。

2)    個人が、団体信用生命保険に加入の申込みをした場合、その者は、クーリング・オフ

制度により当該生命保険契約の申込みの撤回等をすることができる。

3)    個人が、既に加入している生命保険契約を更新した場合、その者は、クーリング・オ

フ制度により当該生命保険契約の更新の申込みの撤回等をすることができる。

4)    法人が、契約者（＝保険料負担者）および死亡保険金受取人を法人、被保険者を役員

とする保険期間10年の定期保険契約の申込みをした場合、その法人は、生命保険会社が

指定した医師の診査が終了する前であれば、クーリング・オフ制度により当該生命保険

契約の申込みの撤回等をすることができる。

《問10》   保険法に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

1)    保険契約者の配偶者を被保険者とする終身保険について、その保険契約を締結する場

合や契約締結後に保険金受取人を変更する場合、当該配偶者の同意がなければ、その効

力は生じない。

2)    損害保険の契約締結時において保険金額が保険価額を超過した部分についての保険契

約は無効であるが、契約締結後に保険価額が減少して保険金額を下回った場合、保険契

約者は、保険者に対し、保険金額および保険料の減額を請求することができる。

3)    損害保険契約における保険者は、保険事故による損害が生じた場合、当該損害に係る

保険の目的物が当該損害の発生後に保険事故によらずに滅失したときであっても、当該

損害をてん補しなければならない。

4)    保険契約者、被保険者または保険金受取人が有する保険給付請求権や保険料返還請求

権は、生命保険、損害保険の別を問わず、３年間行わないときは、時効によって消滅す

る。
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《問11》   生命保険料控除に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、2012年１月
1日以後に締結した保険契約等に基づく生命保険料控除を「新制度」、2011年12月31日以前に

締結した保険契約等に基づく生命保険料控除を「旧制度」とする。

1)    「旧制度」の適用対象となる定期保険特約付終身保険について、2023年中に契約者

を変更した場合、変更後の当該契約は「新制度」の適用対象となる。

2)    「旧制度」の適用対象となる定期保険特約付終身保険について、2023年中に定期保

険特約を更新した場合、更新後の当該契約は「新制度」の適用対象となる。

3)    「旧制度」の適用対象となる定期保険特約付終身保険について、2023年中に定期保

険特約の保険金額を減額した場合、減額後の当該契約は「新制度」の適用対象となる。

4)    「旧制度」の適用対象となる定期保険特約付終身保険について、2023年中に新たに

傷害特約を付加した場合、中途付加後の当該契約は「新制度」の適用対象となる。
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《問12》   Ｘ株式会社（以下、「Ｘ社」という）が、代表取締役社長であるＡさんの死亡により、
下記の収入保障保険から、収入保障年金額（年額）を500万円に減額して4,600万円を一部一括
受取りとし、１回目の収入保障年金額との合計5,100万円を受け取った場合の経理処理として、
次のうち最も適切なものはどれか。

    
   ・保険の種類   ：無配当収入保障保険（特約付加なし）

   ・契約年月日   ：2015年10月１日

   ・契約者(=保険料負担者)   ：Ｘ社

   ・被保険者   ：Ａさん（代表取締役社長）

   ・死亡保険金受取人   ：Ｘ社

   ・保険期間・保険料払込期間   ：10年

   ・正味払込保険料（累計額）   ：900万円

   ・収入保障年金額（年額）   ：1,000万円（10年間）

・年金受取開始時に、年金での受取りに代えて一括で受け取った場合の金額は9,200万円であ

る。

1)    

2)    

3)    

4)    
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《問13》   任意の自動車保険（保険期間１年）のノンフリート等級別割引・割増制度に関する次の
記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、記載のない事項については考慮しないものとす

る。

1)    ノンフリート等級別割引・割増制度は、自動車保険における契約者間の保険料負担の

公平性を確保するため、契約者を１等級から25等級に区分し、等級ごとに保険料の割引

・割増を行う制度である。

2)    12等級の契約者が自動車を走行中に飛び石でフロントガラスにひびが入り、車両保

険金のみが支払われた場合、当該事故は「ノーカウント事故」であり、更新後の等級は1

3等級となる。

3)    前年に初めて自動車保険を契約して更新後の等級が７等級になった契約者と、前年に

「１等級ダウン事故」を起こして更新後の等級が７等級になった契約者は、等級が同じ

であるため、それぞれの保険料に適用される割引率は同じである。

4)    被保険自動車の廃車に伴って自動車保険契約を解約する場合、所定の中断証明書の発

行を受けることにより、保険会社を問わず、当該証明書の有効期間内に新たに契約する

自動車保険に中断前の等級を引き継ぐことができる。

《問14》   Ｘ株式会社（以下、「Ｘ社」という）の工場建物が火災により全焼し、１カ月後、Ｘ社
は、契約している損害保険会社から保険金を受け取り、当該保険金を受け取った事業年度中に
工場建物を新築した。以下の〈資料〉を基に、保険金で取得した固定資産の圧縮記帳をする場
合の圧縮限度額として、次のうち最も適切なものはどれか。なお、各損害保険の契約者（＝保
険料負担者）・被保険者・保険金受取人は、いずれもＸ社とする。また、記載のない事項につ
いては考慮しないものとする。

    
    〈資料〉

・焼失した工場建物の帳簿価額：2,000万円

・工場建物の焼失によりＸ社が支出した経費

          焼跡の整理費（片付け費用）：300万円

          類焼者への賠償金：500万円

・損害保険会社からの受取保険金

          火災保険（保険の対象：工場建物）の保険金：4,500万円

          企業費用・利益総合保険の保険金：4,000万円

・新築した大体建物（工場建物）の取得価額：8,000万円

1)    1,700万円

2)    2,200万円

3)    4,400万円

4)    6,200万円

－8－ 〈１級・学科〈基礎〉模擬試験［全問題］〉



《問15》   事業活動に係る各種損害保険の一般的な商品性に関する次の記述のうち、適切なものは
いくつあるか。

    
a. 労働災害総合保険は、労働者災害補償保険（政府労災保険）等の上乗せ補償を目的とした「法

定外補償保険」と、労働災害により使用者が法律上の損害賠償責任を負うことによって被る損

害を補償する「使用者賠償責任保険」の２つの補償から構成されており、いずれか一方のみに

加入することも可能である。

b. ビル改修工事の完了後、工事結果の不良により通行人が滑って転倒し、ケガをしたケースのよ

うに、工事の結果に起因して法律上の損害賠償責任を負うことによって被る損害は、生産物賠

償責任保険（ＰＬ保険）の補償の対象となる。

c. 飲食店の従業員が自転車で弁当の配達中に誤って通行人に衝突して負傷させた場合に、通行人

に対して法律上の損害賠償責任を負うことによって被る損害は、施設所有（管理）者賠償責任

保険の補償の対象となる。

1)    1つ

2)    2つ

3)    3つ

4)    0（なし）

《問16》   金融商品の個人所得課税に係る事項に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれ

か。

1)    特定公社債の利子は、原則として申告分離課税の対象となり、確定申告をすることに

より、上場株式等の譲渡損失と損益通算することができる。

2)    特定公社債について、その譲渡に係る譲渡益は従来どおり非課税とされるが、償還差

益は原則として申告分離課税の対象となる。

3)    個人向け国債を含む国債や地方債、公募公社債投資信託を特定口座に受け入れること

ができる。

4)    上場株式の譲渡損益と非上場株式の譲渡損益は通算することができない。
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《問17》   投資信託のディスクロージャーに関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

1)    交付目論見書には、投資者が直接的または間接的に負担することとなる購入時手数料

や運用管理費用（信託報酬）について、その金額または料率に関する事項に加え、当該

手数料等を対価とする役務の内容を記載することが義務付けられている。

2)    交付運用報告書は、日々決算型投資信託を除き、投資信託の決算期ごとに作成し、投

資者に交付することが義務付けられている。

3)    交付運用報告書は、運用状況に関する重要な事項を記載したもので、書面による交付

が原則であるが、個別の投資者の同意がある場合には電磁的方法による提供も認められ

る。

4)    販売会社は、原則として、投資者が平成26年12月１日以後新たに買い付けた一定の

投資信託について、投資者に対し、トータルリターンを年１回以上通知することが義務

付けられている。

《問18》   債券のリスク指標に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

1)    他の条件が同じであれば、債券の表面利率が低いほど、また残存期間が長いほど、デ

ュレーションは長くなる。

2)    残存期間が同じであれば、利付債よりも、割引債のほうがデュレーションは短くなる

。

3)    デュレーションが同じであれば、コンベクシティが大きい債券のほうが、小さい債券

よりも、金利の低下局面において債券価格の上昇率は小さくなる。

4)    修正デュレーションとは、デュレーションの精度不足を補うためのものであり、金利

の変化に対するデュレーションの変化の割合で表される。

《問19》   以下の〈Ｘ社のデータ〉から算出した自己資本純利益率（ＲＯＥ）として、最も適切な
ものは次のうちどれか。なお、計算結果は表示単位の小数点以下第３位を四捨五入すること。

1)    0.75％

2)    2.49％

3)    3.55％

4)    8.29％
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《問20》   株価が1,000円で期待利子率（割引率）が5.0％、１株当たりの予想配当が35円の場合、
定率で配当が成長する配当割引モデルにより計算した当該株式の予想配当に対する期待成長率
として、次のうち最も適切なものはどれか。なお、計算結果は表示単位の小数点以下第３位を

四捨五入すること。

1)    1.33％

2)    1.50％

3)    3.33％

4)    8.50％

《問21》   ポートフォリオ理論に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

1)    ポートフォリオのリスクには、アンシステマティックリスク（非市場リスク）とシス

テマティックリスク（市場リスク）があり、最適ポートフォリオにおいては、システマ

ティックリスク（市場リスク）がゼロとなる。

2)    資産Ａと資産Ｂの共分散は、資産Ａと資産Ｂの相関係数を、資産Ａの標準偏差および

資産Ｂの標準偏差で除して算出することができる。

3)    効率的フロンティア上のポートフォリオは、同じリスクのポートフォリオのなかで最

も期待収益率が高くなる。

4)    収益率の散らばりが正規分布していると仮定すると、期待収益率が年率10％、標準

偏差が年率20％の場合、約99.7％の確率で将来の収益率が年率－30％から50％の範囲

に収まるとされる。

《問22》   時価総額が100万円のポートフォリオの運用を開始し、第１期末に時価総額が120万円と
なったため20万円を引き出し、第２期は100万円で運用を行った結果、第２期末に時価総額が8
0万円となった。この場合、当該ポートフォリオの第２期末までの時間加重収益率（厳密法によ
る年率換算）として、次のうち最も適切なものはどれか。なお、記載のない事項については考
慮しないものとする。また、計算結果は表示単位の小数点以下第２位を四捨五入すること。

1)    －20.0％

2)    －4.0％

3)    －2.0％

4)    0.0％
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《問23》   特定口座に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、本問における簡

易申告口座とは、特定口座のうち、源泉徴収がされない口座をいう。

1)    簡易申告口座には、上場株式等の配当等や特定公社債等の利子等を受け入れることは

できない。

2)    簡易申告口座を開設している者は、当該口座において毎年最初の売却取引または信用

取引等の差金決済を行う前であれば、所定の手続により、当該口座を源泉徴収選択口座

に変更することができる。

3)    源泉徴収選択口座に上場株式等の配当等を受け入れた場合、その支払の都度、当該口

座内の上場株式等の譲渡損失の金額と損益通算される。

4)    源泉徴収選択口座を開設している配偶者が確定申告をしない場合、当該口座内の上場

株式等の譲渡益は、所得税の配偶者控除等の適用の有無を判定する際の当該配偶者の合

計所得金額には含まれない。

《問24》   消費者契約法に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

1)    事業者が消費者契約の勧誘に際し、当該消費者契約の目的となるものが当該消費者の

重要な利益についての損害または危険を回避するために通常必要であると判断される事

情について、事実と異なることを告げ、消費者がその内容が事実であると誤認をし、そ

れによって当該消費者契約の申込みをしたときは、消費者はこれを取り消すことができ

る。

2)    事業者が消費者契約の勧誘に際し、当該消費者契約の目的となるものの分量が当該消

費者にとっての通常の分量を著しく超えるものであることを知っていた場合において、

消費者がその勧誘により当該消費者契約の申込みをしたときは、消費者はこれを取り消

すことができる。

3)    事業者の債務不履行により生じた消費者の解除権を放棄させる消費者契約の条項や、

消費者契約が有償契約である場合において、当該消費者契約の目的物に契約不適合があ

ることにより生じた消費者の解除権を放棄させる消費者契約の条項は、いずれも無効で

ある。

4)    消費者が消費者契約法に基づく消費者契約の取消権を行使する場合、行使することが

できる期間は、消費者が追認をすることができる時から６カ月間または当該消費者契約

の締結の時から５年間とされている。
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《問25》   所得税の非課税所得に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

1)    自転車を利用して通勤している給与所得者に対し、勤務先から通常の給与に加算して

支払われるべき通勤手当は、片道の通勤距離に応じて、非課税限度額が定められている

。

2)    雇用保険法により失業等給付として支給を受ける金銭のうち、基本手当や傷病手当等

の求職者給付は非課税とされるが、高年齢雇用継続基本給付金や高年齢再就職給付金等

の雇用継続給付は課税の対象となる。

3)    生命保険契約の収入保障特約において、当該年金受給権を相続により取得した相続人

が受け取る毎年の年金額は、その全額が非課税とされる。

4)    地方公共団体に寄附（ふるさと納税）をした者が、寄附に対する謝礼として受け取っ

た返礼品に係る経済的利益は、当該経済的利益が寄附金の額の３割以下であるときは非

課税とされる。

《問26》   居住者に係る所得税の事業所得に関する次の記述のうち、適切なものはいくつあるか。
    

a. 青色申告者ではない個人事業主と生計を一にする配偶者が当該事業に従事している場合、「86

万円」と「事業所得の金額を当該事業に係る事業専従者の数に１を加えた数で除して計算した

金額」のいずれか高い金額を、事業所得の計算上、必要経費とみなすことができる。

b. 青色申告者である個人事業主が青色事業専従者である長女に支払う退職金は、その額が一般の

従業員と同様に退職給与規程に従って算出され、その労務の対価として適正な金額であれば、

事業所得の必要経費に算入することができる。

c. 青色申告者である個人事業主が生計を一にする父親名義の建物を賃借して事業の用に供してい

る場合において、当該事業主が父親に支払った家賃は、その全額を事業所得の必要経費に算入

することができる。

1)    1つ

2)    2つ

3)    3つ

4)    0（なし）
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《問27》   所得税における減価償却に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

1)    2016年４月1日以後に建物附属設備および構築物を取得し、業務の用に供した場合、

「減価償却資産の償却方法の届出書」の提出の有無にかかわらず、定率法を選択するこ

とはできない。

2)    2023年中に取得価額10万円以上20万円未満の減価償却資産を取得し、業務の用に供

した場合、一括償却資産として取得価額の３分の１相当額を2023年分の必要経費に算入

しなければならない。

3)    所定の要件を満たす青色申告者が、2023年中に取得価額20万円以上30万円未満の減

価償却資産を取得し、業務の用に供した場合、少額減価償却資産の取得価額の合計額が5

00万円に達するまで、その取得価額の全額を2023年分の必要経費に算入することがで

きる。

4)    現に採用している償却方法を変更しようとする場合には、新たな償却方法を採用しよ

うとする年の前年の12月31日までに、変更理由を記載した「減価償却資産の償却方法の

変更承認申請書」を納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。

《問28》   居住者であるＡさんの2022年分の各種所得の金額が下記のとおりであった場合の総所得
金額として、次のうち最も適切なものはどれか。なお、記載のない事項については考慮しない
ものとし、▲が付された所得金額は、その所得に損失が発生していることを意味するものとす
る。

1)    50万円

2)    55万円

3)    60万円

4)    75万円

－14－ 〈１級・学科〈基礎〉模擬試験［全問題］〉



《問29》   居住者に係る所得税の所得控除に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

なお、各選択肢において、ほかに必要な要件等はすべて満たしているものとする。

1)    納税者が生計を一にする長女に係る医療費を支払った場合、その支払った医療費は納

税者の医療費控除の対象となる。

2)    納税者が生計を一にする長女に係る国民年金の保険料を支払った場合、その支払った

保険料は納税者の社会保険料控除の対象となる。

3)    納税者が生計を一にする配偶者に係る確定拠出年金の個人型年金加入者掛金を支払っ

た場合、その支払った掛金は納税者の小規模企業共済等掛金控除の対象となる。

4)    納税者が、生計を一にする配偶者が有する家屋を目的とした地震保険の保険料を支払

った場合、その支払った保険料は納税者の地震保険料控除の対象となる。

《問30》   「既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除」（租税特別措置法

第41条の19の３）に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

1)    「高齢者等居住改修工事等に係る税額控除」は、一定のバリアフリー改修工事を行う

者が50歳以上である者または介護保険法に規定する要介護または要支援の認定を受けて

いる者である場合に限り、適用を受けることができる。

2)    「多世帯同居改修工事等に係る税額控除」の適用対象となる多世帯同居改修工事等と

は、改修工事に要した費用（補助金等の交付を受ける場合には、その額を控除した後の

金額）が100万円を超えるものとされている。

3)    「多世帯同居改修工事等に係る税額控除」の控除額は、多世帯同居改修工事等に係る

標準的費用額の10％相当額で、30万円が限度とされている。

4)    「高齢者等居住改修工事等に係る税額控除」「一般断熱改修工事等に係る税額控除」

「多世帯同居改修工事等に係る税額控除」のいずれも、改修工事を行った年分の納税者

の合計所得金額が3,000万円を超える場合には、適用を受けることができない。

《問31》   所得税の確定申告等に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

1)    同族会社の役員が、当該同族会社に資金を貸し付け、役員給与のほかにその利子の支

払を受けている場合、役員給与および利子の額にかかわらず、確定申告を行う必要があ

る。

2)    給与所得者が、その年中に支払った医療費に係る医療費控除の適用を受けることによ

り、給与等から源泉徴収された所得税額の還付を受けるための還付申告書は、翌年以降

５年間、提出することができる。

3)    確定申告により納付すべき所得税額の２分の１に相当する金額以上の所得税を納期限

までに納付した者は、納期限までに納税地の所轄税務署長に延納届出書を提出すること

により、原則として、その年の５月31日までその残額の納付を延期することができる。

4)    税務署長が行った更正や決定などの処分の取消しを求めて国税不服審判所長に対して

審査請求をする場合、あらかじめ当該税務署長に対して再調査の請求をしなければなら

ない。
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《問32》   青色申告法人の欠損金の繰越控除に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか
。なお、各選択肢において、法人はいずれも設立後10年以上経過した普通法人であるものとし
、資本金５億円以上の法人に完全支配されている法人等ではないものとする。また、記載のな

い事項については考慮しないものとする。

1)    資本金が２億円であるＡ社の2023年４月1日に開始する事業年度において生じた欠損

金額の繰越期間は、最長で７年間である。

2)    資本金が１億円であるＢ社の2023年４月1日に開始する事業年度において生じた欠損

金額の繰越期間は、最長で10年間である。

3)    資本金が２億円であるＣ社の2023年４月1日に開始する事業年度において、繰越欠損

金の額が2,000万円、繰越欠損金控除前の所得の金額が1,200万円である場合、繰越欠損

金控除後の繰越欠損金の残高は1,400万円である。

4)    資本金が１億円であるＤ社の2023年４月1日に開始する事業年度において、繰越欠損

金の額が1,500万円、繰越欠損金控除前の所得の金額が1,000万円である場合、繰越欠損

金控除後の繰越欠損金の残高は500万円である。
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《問33》   簡易課税制度適用事業者であるＸ株式会社（以下、「Ｘ社」という）の当期（2022年４
月1日～2023年３月31日）における課税売上高（税抜）は、下記のとおりである。Ｘ社が簡易
課税制度の適用を受けた場合の納付すべき消費税額および地方消費税額の合計額として、次の
うち最も適切なものはどれか。

             なお、課税売上高に2019年９月30日までに行われた取引に係るものは含まれていないも
のとする。また、消費税額および地方消費税額の合計額が最も低くなるように計算することと
し、記載のない事項については考慮しないものとする。消費税率は10％とする。

課税売上高（全体）：4,000万円

      （事業区分ごとの内訳）

卸売業（第１種事業）に係る課税売上高：2,000万円

小売業（第２種事業）に係る課税売上高：1,200万円

サービス業（第５種事業）に係る課税売上高：800万円

1)    40万円

2)    60万円

3)    84万円

4)    120万円

《問34》   不動産の鑑定評価に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

1)    不動産の鑑定評価にあたっては、対象不動産の効用が最高度に発揮される可能性に最

も富む使用を前提とした不動産の価格を把握することとされている。

2)    原価法は、価格時点において対象不動産の再調達を想定した場合において必要とされ

る適正な原価の総額について減価修正を行って対象不動産の積算価格を求める手法であ

る。

3)    取引事例比較法の適用にあたっては、多数の取引事例を収集する必要があるが、取引

事例は、原則として近隣地域または同一需給圏内の類似地域に存する不動産に係るもの

のうちから選択するものとされている。

4)    建物の収益価格を直接還元法で求める場合、原則として、還元対象となる一期間にお

ける減価償却費を控除しない償却前の純収益を、償却後の純収益に対応する還元利回り

で除して算出する。
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《問35》   宅地建物取引業法の媒介契約に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

1)    専属専任媒介契約を締結した宅地建物取引業者は、依頼者に対し、当該専属専任媒介

契約に係る業務の処理状況を、２週間に１回以上報告しなければならない。

2)    専任媒介契約の有効期間は、依頼者の申出により、更新することができるが、当初の

契約締結時にあらかじめ自動更新する旨の特約を定めることも有効である。

3)    一般媒介契約では、重ねて依頼する宅地建物取引業者を明示しない契約とすることが

できる。

4)    一般媒介契約または専任媒介契約を締結した宅地建物取引業者は、契約の相手方を探

索するため、その契約の締結の日から７日以内に指定流通機構に物件情報の登録をしな

ければならない。

《問36》   農地法および生産緑地法に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

1)    個人が市街化区域内の農地を耕作する目的で当該農地の所有権を取得する場合、原則

として、農地法第３条に基づく農業委員会の許可を受ける必要がある。

2)    個人が所有する市街化区域内の農地を駐車場用地として自ら転用する場合、あらかじ

め農業委員会に届け出れば、農地法第４条に基づく許可を受ける必要はない。

3)    生産緑地の所有者が当該生産緑地に農業用施設を建築する場合、原則として、生産緑

地法第８条に基づく市町村長の許可を受ける必要がある。

4)    生産緑地の所有者は、当該生産緑地に係る生産緑地地区に関する都市計画の告示の日

から20年を経過した場合、市町村長に対して当該生産緑地を時価で買い取るべき旨を申

し出ることができる。

《問37》   建築基準法に規定する建築物の高さの制限に関する次の記述のうち、最も適切なものは

どれか。

1)    第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域または田園住居地域内における建

築物の高さは、原則として、12ｍまたは15ｍのうち都市計画で定められた限度を超える

ことができない。

2)    建築物が前面道路との関係についての建築物の各部分の高さの制限（道路斜線制限）

が異なる地域にわたる場合、各地域内に存する建築物の部分ごとに道路斜線制限が適用

される。

3)    隣地との関係についての建築物の各部分の高さの制限（隣地斜線制限）は、すべての

用途地域内における一定の建築物に適用されるが、用途地域の指定のない区域内におけ

る建築物には適用されない。

4)    日影による中高層の建築物の高さの制限（日影規制）の対象となる建築物であっても

、一定の採光、通風等が確保されるものとして天空率に適合する建築物については、日

影規制は適用されない。
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《問38》   建築基準法における「日影による中高層の建築物の高さの制限」（以下、「日影規制」

という）に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

1)    日影規制の対象区域内にある同一の敷地内に２以上の建築物がある場合においては、

これらの建築物を１つの建築物とみなして日影規制が適用される。

2)    第一種中高層住居専用地域および第二種中高層住居専用地域内において日影規制が適

用される建築物については、北側の隣地の日照を確保するための建築物の各部分の高さ

の制限（北側斜線制限）は適用されない。

3)    日影規制の対象となる建築物であっても、一定の採光、通風等が確保されるものとし

て天空率に適合する建築物については、日影規制は適用されない。

4)    日影規制の対象区域外にある高さが10ｍを超える建築物で、冬至日において、日影

規制の対象区域内の土地に日影を生じさせるものは、当該対象区域内にある建築物とみ

なして日影規制が適用される。

《問39》   Ａさんは、2017年12月に父からの相続により借地権（借地借家法の定期借地権等ではな
い）と借地上の住宅を取得し、2022年12月に地主から、その借地権が設定されている土地の所
有権（底地）を買い取った。下記の〈条件〉に基づき、Ａさんの底地買取りに伴う不動産取得
税の税額として、次のうち最も適切なものはどれか。なお、記載のない事項については考慮し
ないものとする。

    
    〈条件〉

・底地の買取価額は3,000万円である。

・この土地の固定資産税評価額は4,000万円である。

・この土地の借地権割合は60％である。

・不動産取得税の税率は３％である。

1)    24万円

2)    45万円

3)    60万円

4)    90万円
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《問40》   個人が、土地収用法等の規定に基づく公共事業のために、収用等によりその所有する土
地建物を譲渡した。この場合における「収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例」
（以下、「課税繰延べの特例」という）と「収用交換等の場合の譲渡所得等の特別控除」（以
下、「特別控除の特例」という）に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお

、各選択肢において、ほかに必要とされる要件等はすべて満たしているものとする。

1)    土地建物を収用等されたことにより取得する各種補償金のうち、課税繰延べの特例の

適用対象となるものは、原則として対価補償金であるが、収益補償金、経費補償金等で

あっても、一定の要件に該当すれば対価補償金として取り扱うことができる。

2)    課税繰延べの特例の適用を受けるためには、原則として、土地建物の収用等のあった

日から２年を経過する日までに代替資産を取得しなければならないが、収用等のあった

日よりも前に取得したものであっても、一定の要件に該当すれば代替資産として認めら

れる。

3)    特別控除の特例の適用を受けるためには、公共事業の施行者から最初に買取り等の申

出を受けた日から原則として６カ月を経過する日までに、土地建物を譲渡しなければな

らない。

4)    収用等により土地建物を譲渡した年中に代替資産を取得し、収用等された土地建物の

譲渡価額よりも代替資産の取得価額が少ない場合は、課税繰延べの特例と特別控除の特

例の適用を重複して受けることができる。

《問41》   毎期末に1,000万円の純収益が得られる賃貸マンションを取得し、取得から３年経過後
に１億6,000万円で売却する場合、ＤＣＦ法による当該不動産の収益価格として、次のうち最も
適切なものはどれか。なお、割引率は年６％とし、下記の係数表を利用すること。また、記載
のない事項については考慮しないものとする。

1)    1億3,327万円

2)    1億5,960万円

3)    1億6,113万円

4)    1億8,673万円

－20－ 〈１級・学科〈基礎〉模擬試験［全問題］〉



《問42》   贈与契約に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

1)    定期贈与契約は、贈与者または受贈者の死亡により、その効力を失う。

2)    負担付贈与契約により土地の贈与を受けた者は、贈与税額の計算上、原則として、当

該土地の通常の取引価額に相当する金額から負担額を控除した金額を贈与により取得し

たものとされる。

3)    負担付贈与がされた場合、遺留分を算定するための財産の価額に算入する贈与した財

産の価額は、その目的の価額から負担の価額を控除した額とする。

4)    死因贈与契約は、民法における遺贈に関する規定が準用され、贈与者の一方的な意思

表示により成立し、贈与者の死亡によってその効力を生じる。

《問43》   相続時精算課税制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、各選

択肢において、ほかに必要とされる要件等はすべて満たしているものとする。

1)    2023年４月に85歳の祖父と62歳の父からそれぞれ贈与を受けた者（30歳）は、そ

れぞれの贈与に係る財産について相続時精算課税の適用を受けることができる。

2)    2022年４月に父から1,500万円の贈与を受け、相続時精算課税の適用を受けた子が

、2023年４月に父から100万円の贈与を受けた場合、子は、2024年２月1日から３月1

5日までの間に納税地の所轄税務署長に贈与税の申告書を提出しなければならない。

3)    相続時精算課税の特定贈与者が死亡した場合、相続時精算課税適用者は、相続時精算

課税を適用して贈与を受けた財産を相続財産に加算した金額が遺産に係る基礎控除額以

下であっても、その相続の開始があったことを知った日の翌日から10カ月以内に納税地

の所轄税務署長に相続税の申告書を提出しなければならない。

4)    特定贈与者の死亡以前に相続時精算課税適用者が死亡した場合に、相続時精算課税適

用者の相続人が特定贈与者のみであるときは、相続時精算課税適用者が有していた相続

時精算課税の適用を受けていたことに伴う納税に係る権利義務は消滅する。

《問44》   普通養子に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、本問においては
、特別養子縁組以外の縁組による養子を普通養子といい、記載のない事項については考慮しな

いものとする。

1)    年少者である弟や妹は普通養子とすることができるが、年長者である兄や姉を普通養

子とすることはできない。

2)    子を有する者と婚姻した後、その子を普通養子とする場合において、その子が未成年

者であるときは、家庭裁判所の許可を得なければならない。

3)    普通養子は、養子縁組の日から養親の嫡出子としての身分を取得し、養親に対する相

続権を有するとともに、実親との親族関係も継続するため、実親に対する相続権も有す

る。

4)    子を有する者を普通養子とした後、養親の相続開始前にその普通養子が死亡した場合

、養親の相続において、普通養子の子は、普通養子の相続権を代襲しない。
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《問45》   次の各ケースのうち、相続人が相続税の申告をしなければならないものはいくつあるか
。なお、各ケースにおいて、被相続人は2022年中に死亡し、相続人は配偶者と子の合計２人で
あるものとする。また、相続の放棄をした者はおらず、記載のない事項については考慮しない
ものとする。

a. 相続開始時に被相続人が所有していた財産は3,000万円（相続税評価額）であるが、2020年中

に子が被相続人から現金1,000万円の贈与を受け、相続時精算課税の適用を受けていた場合

b. 相続開始時に被相続人が所有していた財産は3,000万円（相続税評価額）であるが、そのほか

に、契約者（＝保険料負担者）および被保険者を被相続人とする生命保険契約により配偶者が

受け取った死亡保険金2,000万円がある場合

c. 相続開始時点の被相続人の財産は5,000万円（相続税評価額）であるが、配偶者がすべての財

産を相続により取得し、「配偶者に対する相続税額の軽減」の適用を受けることにより納付す

べき相続税額が算出されない場合

1)    1つ

2)    2つ

3)    3つ

4)    0（なし）

《問46》   相続税法における死亡退職金の非課税金額の規定（以下、「本規定」という）に関する
次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、各選択肢における死亡退職金は、いずれも
被相続人の死亡後３年以内に支給が確定して被相続人の雇用主から支払われたものとし、記載

のない事項については考慮しないものとする。

1)    相続の放棄をした者が受け取った死亡退職金は、その者の一時所得として所得税の課

税対象となり、本規定の対象とならない。

2)    被相続人の死亡が業務上の死亡でない場合に、相続人が被相続人の雇用主から受け取

った弔慰金が被相続人の死亡当時の普通給与の６カ月分に相当する額以下であるときは

、その全額が本規定の対象となる。

3)    被相続人の弟が相続の放棄をし、相続人が被相続人の配偶者と妹の合計２人である場

合に、配偶者が3,000万円の死亡退職金を受け取ったときは、その死亡退職金のうち、

本規定の適用後に相続税の課税価格に算入すべき金額は2,000万円となる。

4)    相続人が受け取った死亡退職金について本規定の適用を受け、適用後の相続税の課税

価格の合計額が遺産に係る基礎控除額以下である場合、相続税の申告書を提出する必要

はない。
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《問47》   取引相場のない株式の相続税評価における特定の評価会社に関する次の記述のうち、最

も不適切なものはどれか。

1)    課税時期において総資産価額（相続税評価額）に占める土地等の価額の合計額の割合

が90％以上である評価会社は、当該会社の業種や規模にかかわらず、特定の評価会社に

該当する。

2)    課税時期において総資産価額（相続税評価額）に占める株式等の価額の合計額の割合

が50％以上である評価会社は、当該会社の業種や規模にかかわらず、特定の評価会社に

該当する。

3)    課税時期において開業後３年未満である評価会社は、当該会社の業種や規模にかかわ

らず、特定の評価会社に該当する。

4)    休業中であることにより特定の評価会社に該当する評価会社の株式の価額は、同族株

主以外の株主等が取得した株式に該当する場合であっても、配当還元方式により算出し

た価額によって評価することはできない。

《問48》   取引相場のない株式の相続税評価における特定の評価会社に関する次の記述のうち、最

も適切なものはどれか。

1)    財産評価基本通達上の規模区分の定めにより、中会社に区分される会社で、課税時期

において総資産価額（相続税評価額）に占める土地等の価額の合計額の割合が70％以上

である評価会社は、土地保有特定会社に該当する。

2)    課税時期において総資産価額（相続税評価額）に占める株式等の価額の合計額の割合

が50％以上である評価会社は、当該会社の業種や規模にかかわらず、株式等保有特定会

社に該当する。

3)    課税時期において開業後３年未満である特定の評価会社の株式は、同族株主以外の株

主等が取得した場合、配当還元方式により算出した価額によって評価することはできず

、純資産価額方式により算出した価額によって評価しなければならない。

4)    課税時期において休業中である特定の評価会社の株式は、同族株主以外の株主等が取

得した場合、原則として、配当還元方式により算出した価額によって評価する。

－23－〈ファイナンシャル・プランニング技能検定〉



《問49》   「小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例」（以下、「本特例」という
）に関する次の記述のうち最も不適切なものはどれか。なお、各選択肢において、ほかに必要

とされる要件等はすべて満たしているものとする。

1)    被相続人であるＡさんの居住の用に供されていた宅地を、相続開始の直前においてＡ

さんと同居していたＡさんの子Ｂさんが相続により取得した場合、子Ｂさんが相続開始

前３年以内に子Ｂさんまたは子Ｂさんの配偶者の所有する家屋に居住したことがあった

としても、当該宅地は特定居住用宅地等として本特例の適用を受けることができる。

2)    被相続人であるＣさんの居住の用に供されていた宅地を、相続開始直前においてＣさ

んと同居していた内縁の妻Ｄさんが遺贈により取得した場合、当該宅地は特定居住用宅

地等として本特例の適用を受けることができない。

3)    被相続人であるＥさんが５年前から自転車駐車場業の用に供していた宅地は、その貸

付規模、設備の状況および営業形態を問わず、本特例における貸付事業用宅地等の対象

とならない。

4)    被相続人であるＦさんが有料老人ホームに入所したことで、Ｆさんの居住の用に供さ

れなくなった宅地を、入所前に同居し、引き続き居住しているＦさんの子Ｇさんが相続

により取得した場合に、相続開始の直前においてＦさんが要介護認定または要支援認定

を受けているときは、当該宅地は特定居住用宅地等として本特例の適用を受けることが

できる。

《問50》   会社法における特別支配株主の株式等売渡請求制度（以下、「本制度」という）に関す

る次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

1)    本制度における特別支配株主とは、株式会社の総株主の議決権の10分の９（これを

上回る割合を当該株式会社の定款で定めた場合はその割合）以上を有する株主とされる

。

2)    特別支配株主は、本制度による所定の手続を経ることによって、他の株主が有する対

象会社の株式を、他の株主の承諾の有無にかかわらず、金銭を対価として取得すること

ができる。

3)    取締役会設置会社である対象会社が本制度による株式売渡請求に係る承認をする場合

は、特別支配株主による株式売渡請求があってから３週間以内に株主総会を招集して承

認の決議を得なければならない。

4)    株式売渡請求に係る承認をした対象会社は、当該承認をした旨、売渡株式の買取価格

、取得日等を取得日の20日前までに売渡株主に対して通知し、株式売渡請求をした特別

支配株主は、原則として、その取得日に売渡株式の全部を取得する。
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＜記⼊上の注意＞
1） マークはＨＢの鉛筆またはシャープペンシルを使⽤し、はっきりとマークしてください。 

薄い場合は無解答となる場合があります。サインペン、ボールペン、万年筆でマークしても採点されません。
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良い例（   →   ）    悪い例（               ）
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